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Ⅰ　緒　　言

　急速な高齢社会を迎えている我が国では，健康
寿命の延伸が望まれている．健康で長生きするこ
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原　著

都市在宅高齢者における 3 年後の等価収入額に寄与する 
社会経済的要因と主観的健康感および生活習慣

―パス解析―
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目的：研究目的は，都市郊外に居住する高齢者を対象として，社会経済的要因と主観的健康感と生活習慣が，
その ₃年後の年間の等価収入額に影響する因果構造を明確にすることである．

方法：調査方法は，都市高齢者に対する郵送自記式質問紙調査である．初回調査は，₂₀₀₁年 ₉ 月に東京都郊
外 A市に居住する在宅高齢者₁₆,₄₆₂人全員を対象として得られた₁₃,₁₉₅人（回収率₈₀.₂％）を基礎的
データベースとした． ₃ 年後の₂₀₀₄年 ₉ 月に同様な質問項目による追跡調査を実施し，₈₅歳未満の
₈,₁₆₂人を分析対象者とした． ₃年後の₂₀₀₄年の等価収入額を規定する，学歴，主観的健康感，生活
習慣それに₂₀₀₁年の等価収入額との因果関係についてパス解析を用いて分析した．分析には，
SPSS₁₈.₀Jと AMOS₁₈.₀Jを用いた．

結果： ₃年後の等価収入額は，男女ともに ₃年前の等価収入額と有意に関連していた．₃年後の等価収入額
を規定する総合効果と直接効果が最も大きいのは，₃年前の等価収入額であった．学歴から₂₀₀₄年の
等価収入額への効果は，男女ともに，学歴を基盤として，生活習慣や主観的健康感を経由する小さな
間接効果が示された．本モデルは高い適合度が得られた． ₃ 年後の等価収入額の決定係数は，₁₆～
₄₅％であった．

結論：新しい健康支援活動では，学歴に規定される等価収入額が，₃年後も関連していることに配慮するこ
とが期待される．内的外的妥当性を高める研究が，今後の研究課題である．

〔日健教誌，₂₀₁₃；₂₁（₁）：3-12〕
キーワード：学歴，等価収入額，因果構造，パス解析，都市高齢者

とは，本人や家族の生活の豊かさにつながるだけで
はなく，社会保障の視点からみて極めて大きな意
義を持っている₁）．なかでも，カナダ政府のラロ
ンドレポートを基盤とした米国のHealthy People₂）

によると，健康を規定する ₄要因として，保健医
療福祉活動と共に，生活習慣，環境と遺伝が示さ
れていた．生活習慣が生存を規定する研究成果を
世界で初めて明確にしたのが Berkmanら₃,₄）であ
り，成人の生存維持要因として，日々の生活習慣
と社会ネットワークが統計学的に有意であること
を報告していた．
　他方，Healthy Peopleが示した四つの要因以外
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では，学歴や所得といった社会経済的要因₅）が示
され，健康格差を是正する視点からも注目されて
いる．我が国でも社会経済的要因と生存とが関連
することが Kagamimoriら₆）によって報告されて
いる．また，学歴が長寿と関連することについて
Leinsaluら₇）は，エストニアの₂₀歳以上₁₀₇,₄₈₀人
を学歴別に分析し，大学教育を受けた人は，義務
教育群に比べて，男性で₁₃.₁年，女性で₈.₆年長生
きしていることを報告している．更に，Jousilahti

ら₈）は，東フィンランドの₃₁,₁₉₉人を₁₉₇₂年から
₁₅年間追跡し，男女ともに身長が低いことと社会
経済的要因が厳しいほど全死亡率を高めていること
を報告している．なお，著者ら₉,₁₀）も，Jousilahti

ら₈）の追試を行い，身長が低く，BMIが小さい高
齢者ではその後の生存が有意に低下することを追
試している．その結果，低身長と早世の背景は，
生育時期における親の経済状況が基盤となること
が考察₈）されている．
　その一方で，学歴と職業と収入額との因果構造
についてManoxら₁₁）は，英国公務員を調査対象
として共分散構造分析を用いて分析し，学歴が健
康度を直接に規定するのではなく，学歴がその後
の望ましい職業につながり，結果的に収入額を高
め，収入額を経た間接効果として精神的健康度が
規定されることを報告した．このように，社会経
済的要因₅,₆,₁₁）が健康度や生存と関連することが明
確にされているものの，年間収入額の経年変化や
関連要因との因果構造が明確にされているわけで
はなかった．
　そこで，著者ら₁₂,₁₃）は，健康三要因の因果関係
に関する劉ら₁₄,₁₅）の先行研究を踏まえ，社会的健
康は六年前の精神的健康を基盤とし三年前の身体
的健康を媒介して維持される因果構造を報告して
きた．また，主観的健康感が，その後の生存に対
して有意な予測因子であることは，Mosseyら₁₆），
Kaplanら₁₇），Spiers₁₈）らが報告している．
　しかしながら，学歴と年間収入額それに数年後
の年間収入額との関連と共に，主観的健康感や生
活習慣を含め，どのような因果構造が見られるか

を明確にした先行研究は，国内外の主要文献検索
で見る限り報告されていない．
　本研究の目的は，都市郊外に居住する高齢者を
対象として，学歴と等価収入額と，生活習慣や主
観的健康感とその ₃年後の等価収入額との因果構
造を明確にするとともに，等価収入額が ₃年後の
等価収入額に対してどの程度の予測妥当性を持っ
ているのかについて，経年データを用いたパス解
析によって明確にすることである．このような因
果構造が明確になれば，高齢者の健康を支援する
健康教育の実践的な方法において，学歴や等価収
入額の状況に配慮し，効果的な健康教育に繋げる
ことが期待できる．

Ⅱ　方　　法

1．調査方法と調査対象

　調査方法は，都市高齢者に対する自記式質問紙
調査を郵送にて配布回収した．初回調査は，₂₀₀₁
年 ₉ 月に東京都郊外 A市に居住する在宅高齢者
₁₆,₄₆₂人全員を対象とした．回答が得られた
₁₃,₁₉₅人（回収率₈₀.₂％）を基礎的データベース
とした． ₃年後の₂₀₀₄年 ₉ 月に同様な質問項目に
よる追跡調査を実施した．初回調査に回答いただ
いた中で，₃年間で市外に転居した₅₀₅人，死亡し
た₉₁₄人，および₂₀₀₄年の追跡調査で未回答者で
あった₃,₂₁₆人，それに，質問紙調査内容の信頼性
が低下しやすいことから₈₅歳以上₃₉₈人を除いた
₈,₁₆₂人を分析対象者とした（表 ₁）．また，不明
と無回答は欠損値として扱い，分析ソフトは，
SPSS₁₈.₀J，AMOS₁₈.₀J for Windowsを用い，統

表 1　性別年齢階級別分析対象数（2001年）

₆₅～
₆₉歳

₇₀～
₇₄歳

₇₅～
₇₉歳

₈₀～
₈₄歳 合計

男性
n ₁,₈₅₈ ₁,₀₉₇   ₆₀₄  ₂₉₂ ₃,₈₅₁
％  ₄₈.₂  ₂₈.₅  ₁₅.₇  ₇.₆ ₁₀₀.₀

女性
n ₁,₈₂₃ ₁,₁₈₆   ₈₇₁  ₄₃₁ ₄,₃₁₁
％  ₄₂.₃  ₂₇.₅  ₂₀.₂ ₁₀.₀ ₁₀₀.₀

合計
n ₃,₆₈₁ ₂,₂₈₃ ₁,₄₇₅  ₇₂₃ ₈,₁₆₂
％  ₄₅.₁  ₂₈.₀  ₁₈.₁  ₈.₉ ₁₀₀.₀
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計学的な有意差は，₀.₁％以下とした．
　調査に関する倫理面への配慮として，市長と大
学学長とで協定書を締結し，公務員法の守秘義務
を確認し，使用する個人コードは IDのみとした．
調査を実施する倫理審査として，東京都立大学・
都市科学研究科倫理委員会の承諾（₂₀₀₄年 ₉ 月₁₆
日）と，首都大学東京都市システム科学専攻倫理
委員会の承諾（₂₀₀₇年 ₉月₂₀日）を得て実施した．
2 ．調査項目

　調査した項目は，社会経済的要因である学歴と
年間収入額を含む属性と共に，主観的健康感とし
た．調査した生活習慣の項目は，睡眠，運動，肥

満度，喫煙と飲酒の ₅つとした．各調査項目の調
査日は₂₀₀₄年 ₉ 月とした．年間収入額の経年変化
は，₂₀₀₁年調査と比較した．
　主観的健康感の設問は，「自分で健康だと思いま
すか」とし， ₁）健康である， ₂）まあまあ健康
である， ₃）あまり健康ではない， ₄）健康では
ない，の ₄選択肢とした．好ましい生活習慣の基
準は，₂₀₀₇年までの後 ₃年間で最も生存が維持さ
れた選択肢を用いた．睡眠は ₉時間未満，運動は
週 ₁回以上，BMIは₂₀.₀以上，喫煙は最初から吸
わない，飲酒は飲まない以外とした．生活習慣の
得点化は，Breslowら₃,₄）の先行研究を踏まえ，最

表 2　主観的健康感，生活習慣得点，社会経済的要因度数分布（性別）

選択肢
男性 女性 Kendallタウ

検定n ％ n ％

₂₀₀₄年
主観的健康感

健康ではない   ₂₃₄  ₆.₁   ₂₈₀  ₆.₅

－₀.₀₅₉
p＜₀.₀₀₁

あまり健康ではない   ₄₆₅ ₁₂.₁   ₆₄₇ ₁₅.₀
まあまあ健康である ₂,₀₈₅ ₅₄.₁ ₂,₄₂₀ ₅₆.₂
とても健康である   ₉₈₄ ₂₅.₆   ₈₇₂ ₂₀.₂
不明    ₈₃  ₂.₂    ₉₂  ₂.₁

₂₀₀₄年
生活習慣得点

₀点    ₅₉  ₁.₅    ₅₅  ₁.₃

－₀.₀₁₇
p＝₀.₀₉₆

₁ 点   ₃₂₁  ₈.₃   ₂₄₈  ₅.₈
₂ 点   ₉₁₀ ₂₃.₆   ₉₉₁ ₂₃.₀
₃ 点 ₁,₃₁₃ ₃₄.₁ ₁,₇₄₉ ₄₀.₆
₄ 点 ₁,₀₃₁ ₂₆.₈ ₁,₁₃₃ ₂₆.₃
₅ 点   ₂₁₇  ₅.₆   ₁₃₅  ₃.₁

₂₀₀₄年
学　歴

中学校卒業   ₉₀₆ ₂₃.₅ ₂,₀₄₅ ₄₇.₄
－₀.₃₇₂

p＜₀.₀₀₁
高等学校卒業 ₁,₁₉₉ ₃₁.₁ ₁,₆₅₁ ₃₈.₃
短期大学以上卒業 ₁,₅₁₃ ₃₉.₂   ₂₃₇  ₅.₅
不明   ₂₃₃  ₆.₁   ₃₇₈  ₈.₈

₂₀₀₁年
等価収入額

₁₀₀万円未満   ₁₁₂  ₂.₉   ₅₂₆ ₁₂.₂

－₀.₂₂₈
p＜₀.₀₀₁

₁₀₀～₃₀₀万円未満 ₁,₁₉₁ ₃₀.₉ ₁,₆₆₈ ₃₈.₇
₃₀₀～₅₀₀万円未満 ₁,₄₄₀ ₃₇.₄ ₁,₀₈₇ ₂₅.₂
₅₀₀～₉₀₀万円未満   ₅₉₃ ₁₅.₄   ₃₃₅  ₇.₈
₉₀₀万円以上   ₂₃₉  ₆.₂   ₁₃₅  ₃.₁
不明   ₂₇₆  ₇.₂   ₅₆₀ ₁₃.₀

₂₀₀₄年
等価収入額

₁₀₀万円未満   ₁₀₇  ₂.₈   ₄₀₅  ₉.₄

－₀.₃₂₆
p＜₀.₀₀₁

₁₀₀～₃₀₀万円未満 ₁,₀₁₅ ₂₆.₄   ₈₇₁ ₂₀.₂
₃₀₀～₅₀₀万円未満   ₇₄₁ ₁₉.₂   ₂₆₈  ₆.₂
₅₀₀～₉₀₀万円未満   ₂₄₀  ₆.₂    ₅₂  ₁.₂
₉₀₀万円以上    ₇₇  ₂.₀    ₁₅  ₀.₃
不明 ₁,₆₇₁ ₄₃.₄ ₂,₇₀₀ ₆₂.₆
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小 ₀点，最大 ₅点となる生活習慣得点とした．
　₂₀₀₁年の年間収入額は，「年金を含むあなた方の
年間収入額をお答えください」とし，「答えたくな
い」を含む₁₃選択肢とした．一方，₂₀₀₄年に実施
した年間収入額に関する設問では，本人と配偶者
の年収を区分した．つまり「あなたの年間収入を
お答えください」とする設問と，配偶者がいる場
合は「配偶者の収入はいくらですか」と追加設問
を用いた．よって，本研究における年間収入額の
分析は，生活実態を踏まえた収入に基づいて検討
すべきことを鑑み，家族数の平方根で除して求め
る等価収入額を用いた．配偶者がいる場合は平方
根 ₂で除し，単身の場合はそのままの年収額を等
価収入額とみなして解析した．この等価収入額を，
₁₀₀万円未満，₃₀₀万円未満，₅₀₀万円未満，₉₀₀万
円未満，₉₀₀万円以上の ₅区分に再分類して解析し
た．
　学歴の設問は，「答えたくない」を含む₁₃選択肢
とした．解析では，中学卒業，高校卒業，短期大
学卒業以上の ₃群に再分類した．各設問の選択肢
と分布状況を表 ₂に示した．また，解析では，「答
えたくない」という回答は，不明とみなして分析
した．分析対象者の学歴は₂₀₀₁年から三年間，変
更がないものと仮定して解析した．
3 ． 3 年後の等価収入額との因果構造を解析する

方法

　 ₃年後の等価収入額が，主観的健康感や生活習
慣そして学歴と，どのような因果構造を示すのか
については，調査年次の前後を除き，全ての組み

合わせを仮説モデルとして設定し，パス解析に
よって分析した．同年次の調査項目では，関連性
のみが検討でき，原因と結果については議論でき
ないことから，全ての仮説モデルについて分析を
繰り返した．最終的に採択した結果モデル図は，
先行研究₁₉-₂₂）に基づいて，標準化推定値が高く，
内生変数の説明力が高く，最も高い適合度を示し
たモデルを採択した．また，採択モデルにより，
性別，前期後期高齢者別に同時分析して比較検討
した．パス解析に用いた観測変数は全て順序カテ
ゴリー変数を用いた．

Ⅲ　結　　果

　研究結果として，Ⅲ-₁．各要因の分布と等価収
入額の経年変化，Ⅲ-₂．三年後の等価収入額を規
定する因果構造について述べる．
1 ．各要因の分布と等価収入額の経年変化

　本研究で用いた各要因の分布を性別にみると，
主観的健康感と学歴それに等価収入額は，男性が
女性よりも統計学的に有意に高かったものの，生
活習慣得点では有意差がみられなかった（表 ₂）．
　等価収入額の ₃年後の経年変化をみると，男女
ともに有意に低下する傾向が示された．₂₀₀₁年の
等価収入額が₁₀₀万円未満であった場合は，その
₆₇～₇₆％が ₃年後もそのままの等価収入額であっ
た．男女ともに，各等価収入群が ₃年後には，同
様な等価収入群に留まる傾向は，統計学的にみて
有意であった（表 ₃，図 ₁）．

表 3　等価収入額の 3年後経年変化（性別）

カテゴリー

男　　性
Wilcoxon
符号付き
順位検定

女　　性
Wilcoxon
符号付き
順位検定

₂₀₀₁年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₄年

n ％ n ％ n ％ n ％

等
価
収
入
額

₁₀₀万円未満   ₁₁₂  ₂.₉   ₁₀₇  ₂.₈

Z＝－₈.₆₅
p＜₀.₀₀₁

  ₅₂₆ ₁₂.₂   ₄₀₅  ₉.₄

Z＝－₁₄.₉₅
p＜₀.₀₀₁

₁₀₀～₃₀₀万円未満 ₁,₁₉₁ ₃₀.₉ ₁,₀₁₅ ₂₆.₄ ₁,₆₆₈ ₃₈.₇   ₈₇₁ ₂₀.₂
₃₀₀～₅₀₀万円未満 ₁,₄₄₀ ₃₇.₄   ₇₄₁ ₁₉.₂ ₁,₀₈₇ ₂₅.₂   ₂₆₈  ₆.₂
₅₀₀～₉₀₀万円未満   ₅₉₃ ₁₅.₄   ₂₄₀  ₆.₂   ₃₃₅  ₇.₈    ₅₂  ₁.₂
₉₀₀万円以上   ₂₃₉  ₆.₂    ₇₇  ₂.₀   ₁₃₅  ₃.₁    ₁₅  ₀.₃
不明   ₂₇₆  ₇.₂ ₁,₆₇₁ ₄₃.₄   ₅₆₀ ₁₃.₀ ₂,₇₀₀ ₆₂.₆
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図 1 　2001年・等価入額 5区分別にみた 3年後の等価収入額（性別）

2004年・等価収入額

男性 女性

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

900万円以上

500-900万円

300-500万円未満

100-300万円未満

100万円未満

表 4　 3年後の等価収入額に対する標準化効果，性別年齢別

標 準 化 効 果
男　　性 女性

前　期 後　期 前　期 後　期

直接効果
　学歴→₀₁等価収入額 ₀.₂₉₁ 　₀.₂₃₀ ₀.₁₇₁ ₀.₁₀₁
　学歴→₀₄等価収入額 ₀.₀₄₃ 　₀.₁₁₃ ₀.₁₀₆ ₀.₀₃₃
　学歴→₀₄生活習慣得点 ₀.₀₆₆ 　₀.₀₂₂ ₀.₀₇₃ ₀.₀₀₂
　₀₁等価収入額→₀₄生活習慣得点 ₀.₀₉₃ 　₀.₁₄₀ ₀.₀₇₅ ₀.₀₈₈
　₀₁等価収入額→₀₄等価収入額 ₀.₆₅₂ 　₀.₆₃₅ ₀.₃₅₇ ₀.₅₂₄
　₀₁等価収入額→₀₄主観的健康感 ₀.₀₉₃ 　₀.₀₆₃ ₀.₀₇₇ ₀.₀₃₇
　₀₄主観的健康感→₀₄等価収入額 ₀.₀₂₉ －₀.₀₁₃ ₀.₀₄₄ ₀.₀₄₅
　₀₄主観的健康感→₀₄生活習慣得点 ₀.₂₅₆ 　₀.₂₈₆ ₀.₂₀₆ ₀.₂₃₄
　₀₄生活習慣得点→₀₄等価収入額 ₀.₀₁₇ －₀.₀₁₅ ₀.₀₂₂ ₀.₀₁₆
間接効果
　学歴→→₀₄等価収入額 ₀.₁₉₃ 　₀.₁₄₅ ₀.₀₆₃ ₀.₀₅₃
　₀₄主観的健康感→→₀₄等価収入額 ₀.₀₀₅ －₀.₀₀₄ ₀.₀₀₅ ₀.₀₀₄
　₀₁等価収入額→→₀₄等価収入額 ₀.₀₀₅ －₀.₀₀₃ ₀.₀₀₅ ₀.₀₀₃
総合効果
　学歴→→→₀₄等価収入額 ₀.₂₃₆ 　₀.₂₅₈ ₀.₁₆₉ ₀.₀₈₆
　₀₄主観的健康感→→→₀₄等価収入額 ₀.₀₃₀ －₀.₀₁₇ ₀.₀₄₉ ₀.₀₄₈
　₀₁等価収入額→→→₀₄等価収入額 ₀.₆₅₇ 　₀.₆₃₂ ₀.₃₆₂ ₀.₅₂₇

→：標準化直接効果を示す　　　→→：標準化間接効果を示す
→→→：標準化総合効果を示す
₀₁は₂₀₀₁年，₀₄は₂₀₀₄年を示す
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図 2　2004年の等価収入額を規定するパス解析・上図：男性前期　下図：女性前期
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2 ． 3 年後の等価収入額を規定する因果構造

　各観測変数間の関連性を分析した．学歴と等価
収入額と主観的健康感，および生活習慣得点との
相互の関連性をみると，男女ともに，学歴と主観
的健康感との関連以外は，すべての組み合わせで
有意な正の関連がみられた．
　学歴は₂₀₀₁年の等価収入額と₂₀₀₄年の等価収入
額をいずれも直接に規定するものの，男性前期に
おける学歴から₂₀₀₄年等価収入額への直接効果は，
男性後期に比べて有意に小さいことが示された．
　生活習慣得点は，₂₀₀₁年の等価収入額から規定
される主観的健康感からの直接効果が男女ともに
統計学的な有意差がみられた（表 ₄）．図 ₂は，性
別にみた前期高齢者における分析結果である．採
択モデル図は，性別，年齢群別でも同様な高い適
合度が得られた．
　 ₃年後の等価収入額からみて，学歴は遠位効果
（distal effect）を，₃年前の等価収入額は近位効果
（proximal effect）を持つことが，新規に示された．
本モデルの適合度指数は，NFI＝₀.₉₉₁，IFI＝
₀.₉₉₃，RMSEA＝₀.₀₂₄，と高い適合度が得られ
た．しかしながら，₂₀₀₄年等価収入額の決定係数
は，₁₆％から₄₅％と，特に女性では大きな値では
なかった．

Ⅳ　考　　察

　考察として，Ⅳ-₁．等価収入と主観的健康感と
生活習慣それに社会経済的要因との因果構造と，
Ⅳ-₂．研究課題について述べる．
1 ．等価収入と主観的健康感と生活習慣と社会経

済的要因との因果構造

　本調査の分析結果によって，都心部から電車で
₃₀分ほどの都市郊外ニュータウンに居住する高齢
者の等価収入額の経年変化は， ₃年前に低所得階
層であるほど ₃年後には更に低下しやすく，男性
よりも女性の方が等価収入が低下しやすい傾向が
示された．また， ₃年後の等価収入額を規定する
総合効果と直接効果が最も大きいのは， ₃年前の
等価収入額であった．一方， ₃年後の等価収入額

に対する間接効果が最も大きかったのは，ほぼ₄₀
年以上前に獲得された学歴であった．高齢者の ₃
年後の等価収入額に対して，学歴は遠位効果（dis-

tal ef fect）を， ₃ 年前の等価収入額は近位効果
（proximal effect）を持つ可能性が示された点が，
研究上の新規性の一つである．また，学歴と等価
収入額との関連は ₃年後にはやや薄れた．その背
景と理由については，今後の解明が待たれる．
　₂₀₀₁年の等価収入額から₂₀₀₄年の等価収入額へ
の標準化総合効果は，男性（₀.₆₃～₀.₆₆）が女性
（₀.₃₆～₀.₅₃）よりもやや大きいことが示された．
この背景としては，特に女性では後期高齢になる
と夫が死亡しやすく，同居割合が低下し，等価収
入額が低下しやすいことが推定される．
　本研究結果を踏まえた，高齢者の健康を維持さ
せるための新しい健康教育活動では，学歴に規定
される等価収入額が， ₃年後も，男女共に継続さ
れやすく， ₃年前の等価収入額から最も強く規定
されること，生活習慣は学歴や等価収入額と主観
的健康感から規定されやすい因果構造が見られる
ことと共に，性別と前期後期別にみた社会経済的
特性にも配慮することが期待される．
　本研究では，追跡調査によって，Manouxら₁₁）

が示した成人での研究成果の一部が，高齢者でも
普遍性を持つ可能性を支持した．今後は，職業と
合わせ₈₅歳以上の後期高齢者を含めて解析すべき
である．
　本研究では，社会経済状況とその後の生存との
関連を分析していない．本研究結果と，先行研究
結果₈,₁₈,₂₃-₃₀）とを併せて考察すると，高齢者の学歴
が大きく変動しないことを前提とすれば，ほぼ₄₀
年以上前の学歴が基盤となって等価収入額が確保
され，その後の主観的健康感や生活満足度が保た
れる生活へと連動し，同時に生活活動能力と社会
的健康の維持に寄与し，最終的にその後の健康寿
命の延伸へとつながる因果構造が存在する可能性
が推定された．
　健康度の格差を是正させる対策として，就業割
合を維持して所得格差を是正すべきことが提案₁,₁₁）
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されている．著者らは，都道府県別にみた平均寿
命が県民所得と関連する報告とともに，東京都₂₃
特別区での平均寿命は，一人当たりの区民税額と
相関することを報告₂₅）している．これらはマクロ
的にみた研究成果である．一方，個人の年間収入
額とその後の累積生存率とは，統計学的に有意に
関連₂₆-₃₀）している．等価所得と生存との因果構造
を健康度を含め，個々人を追跡して明確にした研
究は，坊迫ら₂₇）による報告がみられるものの，そ
の再現性が期待される．
　本研究では，男性後期高齢者においてのみ，生
活習慣得点から等価収入額への直接効果と，主観
的健康感から等価収入額への間接効果において，
－₀.₀₁₉～－₀.₀₂₄ と小さなマイナス値を示してい
た．これらを裏付ける先行研究が報告されている．
Wilkinson₂₈）による英国の成人における所得と健康
度との関連研究では，所得と健康度との正の相関
は週当たり₂₀₀～₂₅₀￡までであり，週当たり₂₀₀～
₂₅₀￡以上の高額収入者では，病気はむしろ増加
し，精神的健康度も低下することが報告されてい
た．
　本研究結果では，生活習慣得点から等価収入へ
の直接効果は小さく，むしろ等価収入額と主観的
健康感を経て，その後の生活習慣得点への直接効
果と間接効果の方が大きい値が示された．いずれ
も，再現性が求められる．
　本研究における，好ましい生活習慣の基準は，
Berkmanら₃,₄,₃₁）の研究方法で用いられた基準と比
較し，飲酒は毎日飲酒する群を含み，BMIは₂₀以
上群を含んでいる点が異なっていた．また，本研
究の対象は，₆₅歳以上の高齢者であり，Berkman

ら₃,₄,₃₁）の調査対象者は，₃₀～₆₉歳と成人を中心と
した追跡研究であった．好ましいとする生活習慣
の判定基準を含めて，他世代を含む再現性の確保
が求められる．
2 ．研究課題

　本調査では，比較的規模の大きい調査に加え，
高い回答率（₈₀.₂％）が得られていることから偶
然誤差が少ないものと推定されていた₃₂）．ただし，

後期高齢者と要介護認定者の回答率が少ないとい
う選択バイアスのある調査研究結果₃₃）である．本
研究結果は，年間収入額を三年間に ₂回とも把握
できた₃,₆₂₀人（₄₄.₃％＝₃,₆₂₀/₈,₁₆₂）であり，
把握率が ₅割にも満たないデータの解析に基づい
ている．プライバシーからみて敏感になりやすい
所得や学歴などの項目に対する自記式質問紙調査
による継続したデータ取得が，極めて困難である
ことを示唆しているかもしれない．今後克服すべ
き大きな研究課題である．
　他の研究課題では，可処分所得や相対的にみた
経済的ゆとり，それに職業を含む社会経済状況を
把握し，特に所得額の欠損値を減らした因果構造
による解析が求められる．また，他世代を含め，
地域や国際比較調査を実施し，研究上の真理を明
確にする内的妥当性とともに，普遍真理に到達で
きる外的妥当性を高めることが今後の研究課題で
ある．
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Socio-economic, subjective health, and lifestyle factors affect 
future equivalent income (₃ years later) of 

elderly urban-community dwellers
— A pass analysis —

Tanji HOSHI*₁, Naoko INOUE*₁, Motoyuki YUASA*₂, Yoshinori FUJIWARA*₃, 
Chika TAKAGI*₁, Toshihiko TAKAHASHI*₁, Naoko SAKURAI*₄

Abstract
Objective: The purpose of this study was to clarify the structural causal effects of socio-economic factors, subjec-

tive health, and lifestyle on future equivalent income of elderly urban-community dwellers.
Methods: A self-reported questionnaire was distributed to elderly aged over ₆₅ years, city residents in Septem-

ber ₂₀₀₁. The response rate was ₈₀.₂％（₁₃,₉₁₅/₁₆,₉₁₅）. A follow-up survey was conducted in September 
₂₀₀₄. From these surveys, data from ₈,₁₆₂ respondents aged under ₈₅ years were analyzed by pass analysis 
to clarify the possible causal relationships between responses reported in ₂₀₀₁, educational status, subjective 
health, lifestyles, and yearly equivalent income reported in ₂₀₀₁ and ₂₀₀₄. The theoretical model was formu-
lated using SPSS₁₈.₀J and AMOS₁₈.₀J for Windows.

Results: Three years after equivalent income has been decreased significantly for both sexes correlated with 
the three years before equivalent income in ₂₀₀₁. The yearly equivalent income in ₂₀₀₄ was totally and 
directly affected by the yearly equivalent income reported ₃ years earlier with largest scales, whereas ₂₀₀₄ 
equivalent income was indirectly correlated with the health practices and the subjective health with small 
effect based on the career for both sexes. It should be noted that educational status influenced the yearly 
equivalent income in ₂₀₀₁ with significance, rather than the yearly equivalent income in ₂₀₀₄. Goodness-of-
fit indices were high level. Determination coefficients of equivalent income were ₁₆％–₄₅％ for both sexes.

Conclusion: In the new supportive health education, we should have attention to the results that the yearly 
equivalent income tend to be affected by the ₃ years prior equivalent income base on the carrier. Further 
study is necessary to develop a model that has higher internal and external validity.

〔JJHEP, ₂₀₁₃；₂₁（₁）：3-12〕
Key words: carrier, annual equivalent, income, causal relationship, pass analysis, urban elderly dwellers
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